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習志野市の給与・定員管理等について  

 

１  総括  

 

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）  

区  分  

 

住民基本台帳人口  

（ 31年１月１日）  

 歳  出  額  

      

   Ａ  

実質収支  

 

人  件  費  

      Ｂ  

人件費率  

 Ｂ／Ａ  

(参考 ) 

29年度の人件費率  

30年度  

 

            人  

1 7 3 , 2 0 5  

      千円  

5 8 , 8 0 0 , 8 5 6  

    千円  

2 , 1 6 8 , 3 1 2  

    千円  

1 1 , 3 6 3 , 3 6 4  

      ％  

1 9 . 3  

              ％  

1 9 . 8  

 

 ( 2 )  職員給与費の状況（普通会計決算）  

区  分  

 

職員数  

    Ａ  

給      与      費     

   

 

 

 

 

(参 考 )一 人 当 た

り給与費   

Ｂ／Ａ  

(参 考 )類 似 団

体 平 均 一 人 当

た り 給 与 費  
給   料  職員手当    期 末 ･ 勤 勉 手 当   計  Ｂ  

30年度  

    人  

1 , 2 6 6  

    千円  

4 , 6 2 8 , 3 0 6  

    千円  

1 , 6 2 1 , 8 6 4  

    千円  

2 , 0 2 9 , 6 8 3  

    千円  

8 , 2 7 9 , 8 5 3  

千円  

6,540 

        千円  

6 , 6 1 1  

（注）１  職員手当には退職手当を含まない。  

２  職員数は、３０年４月１日現在の人数である。  

３  給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含

まれており、職員数には当該職員を含んでいない。  

 

 (3) ラスパイレス指数の状況  

 

（注）１  ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較する

ため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職

俸給表（一）適用職員の俸給月額を 100として計算した指数。  

２  （）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレ

ス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較す

るため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。  
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（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基

づく地域手当支給率）により算出。）  

３  類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平

均したものである。  

 

※  ３１年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②

３年連続で上昇している場合、③ 100 を超えている場合について、その理由及び改善の見込み  

本市の年齢構成が国より若く、経験年数の若い職員の昇格時期が早くなっていること、人材確

保の観点から初任給が国より４号給高いこと及び、国と違い学歴（高卒・短大卒）による昇格

の差がないこと等が、本市のラスパイレス指数を押し上げていると考えております。  

 

 (4) 給与改定の状況  

    ①月例給  

 

区  分  

 

人事委員会の勧告   

給与改定率  

 

 

 

 

(参考 ) 

国の改定率  

 

民間給与  

Ａ  

公務員給与  

Ｂ  

較差  

Ａ－Ｂ  

勧告  

（改定率）  

元年度  

 

円  

4 1 1 , 5 1 0  

円  

4 1 1 , 1 2 3  

387円  

（  0.09％）  

％  

0 . 1  

％  

0 . 1  

 

 

％  

0 . 1  

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパ

イレス比較した平均給与月額である。     

 

    ②特別給（期末・勤勉手当）  

 

区  分  

 

人事委員会の勧告   

年間支給月数      

 

 

 

 

(参考 ) 

国の年間  

支給月数  

民間の支給  

割合    Ａ  

公務員の  

支給月数  Ｂ  

較差  

Ａ－Ｂ  

勧告  

（改定月数） 

元年度  

 

月  

4 . 5 1  

月  

4 . 4 5  

月  

0 . 0 6  

月  

0 . 0 5  

月  

4 . 5 0  

 

 

月  

4 . 5 0  

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の

支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。  

 

(5) 給与制度の総合的見直しの実施状況について  

 

 

 

①給料表の見直し  

［  実施   未実施］  

実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施

の場合には、その理由））  

 

 

 

（給料表の改定実施時期）【施行日】平成２７年４月１日  

（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。施行後、人事

院勧告を受け、平成２９年 4 月 1 日に０．２％引上げの遡及適用を実施した。  

また、激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。  

他の給料表（教育職）については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。  

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手

当の支給割合の見直し等に取り組むとされている。  
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②地域手当の見直し  

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）  

 

③その他の見直し内容  

 

 

 

 

 (6)特記事項  

 

 

 

２  職員の平均給与月額、初任給等の状況  

 

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（３１年４月１日現在） 

    ①一般行政職  

  

 

 

 

 

 

区  分  

 

平 均 年 齢      

 

平均給料月額  

 

平均給与月額  

 

平均給与月額  

(国比較ベース ) 

習志野市      39.9 歳     310,790 円    441,304 円    379,109 円  

千葉県      41.0 歳     309,965 円    408,350 円   363,035 円  

国      43.4 歳     329,433 円     ―    411,123 円  

 類似団体      41.5 歳     316,769 円    428,974 円    377,511 円  

 

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２７年４月１

日実施）  

 

 

（支給割合）  国基準１５％に対し、習志野市においては１３％を支給。  

（実施時期） 平成２７年４月１日より実施。段階的に支給割合を引上げることとし、平成３１年

４月１日時点は１３％。  

 

（参考）  

 

平成２８年度の  

支給割合  

見直し後の支給割合

（ H30.4.1）  

平成 29 年度の   

支給割合  

国基準による支給割合  １５％  １５％  １５％  

習志野市の支給割合  １３％  １５％  １３％  
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②技能労務職  

・技能労務職 (平成31年4月1日現在）

・ 民間データは、厚生労働省が公表する賃金構造基本統計調査のデータを使用（平成28年度～30年度の3ヵ年平均）

・

287,312円

習志野市 53.2歳

区　分

公務員

平均年齢 職員数
平均給与月額

平均給料月額 平均給与月額（Ａ）

437,407円 400,145円

（国ベース）

344,840円 426,473円 402,103円67人

うち給食調理員 53.3歳 16人 344,638円 403,439円

うち清掃職員 51.3歳 18人 338,817円

398,996円

うち用務員 58.5歳 7人 335,057円 403,613円 388,041円

うち自動車運転手 49.5歳 1人 364,200円 498,038円 439,796円

国 50.9歳 2,431人 329,380円 ―

区　分

民間 参考

対応する民間の類似職種 平均年齢
平均給与月額

Ａ／Ｂ
（Ｂ）

習志野市 － － － －

うち清掃職員 廃棄物処理業従業員 45.8歳 293.0千円 1.46

うち給食調理員 調理士 42.8歳 264.5千円 1.53

うち用務員 用務員 55.6歳 207.2千円 1.87

うち自動車運転手 自家用乗用自動車運転者 62.6歳 202.7千円 2.46

技能労務職の職種と民間の類似職種の比較では、本市が正規職員のみを対象としているのに対し、民間データは短期雇用のアルバ
イトや派遣職員等も含んでおり、経験年数、平均年齢、業務内容、雇用形態等が一致していないため、単純に比較することはできな
い。  

 

   ③教育職  

区  分  平 均 年 齢      平均給料月額  平均給与月額   

習志野市  40.11 歳  321,448円     454,993円  

千葉県     44.1 歳  355,749円     430,983円  

類似団体     42.7 歳  367,754円     452,160円  

 

    （注）１  「平均給料月額」とは、３１年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均

である。  

２  「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時

間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調

査において明らかにされているものである。  

また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝

時間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。  

 

 (2) 職員の初任給の状況（３１年４月１日現在）  

区 分  習 志 野市  千葉県  国  
 

一 般 行政 職  
大 学 卒  187,200 円  187,200 円    180,700 円  

 
高 校 卒  153,000 円  153,000 円  148,600 円  

 
技 能 労務 職  高 校 卒  150,800 円  150,800 円        

 
高 校 教育 職  大 学 卒  209,600 円  209,600 円    
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 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（３１年４月１日現在）  
 

区 分  経 験 年数 10 年  経 験 年数 15 年  経 験 年数 20 年  

全 職 員  
大 学 卒  267,963 円  311,744 円  347,657 円  

高 校 卒  234,300 円  270,540 円  287,400 円  

一 般 行政 職  
大 学 卒  267,059 円  311,036 円  345,350 円  

高 校 卒  －  (※) 円  269,475 円  273,950 円  

技 能 労務 職    －  (※) 円  －  (※) 円  －  (※) 円  

教 育 職  大 学 卒  289,533 円  －  (※) 円  380,000 円  

（※）該 当 する職 員 が０名 又 は１名 のため表 示 していない。  
        

 

 

３  一般行政職の級別職員数等の状況  

 

 ( 1 )  一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（３１年４月１日現在）  

区  分  標準的な職務内容  職員数  構成比  １号給の  

給料月額  

最高号給の

給料月額  

  

８  級  

 

部長  １６人  2 . 8 %  408,100円  469,800円  

 

７  級  

 

次長  ２１人  3 . 7％  362,900円  446,100円  

 

６  級  

 

課長  ７９人  1 3 . 7％  319,200円  411,800円  

 

５  級  

 

係長・主査 ７３人  1 2 . 7％  289,700円  395,400円  

 

４  級  

 

係長・主査 ６１人  1 0 . 6％  264,200円  385,100円  

 

３  級  

 

副主査・主任主事・主任

技師  
１９２人  3 3 . 4 %  231,500円  352,400円  

 

２  級  

 

主事・技師 ９５人  1 6 . 5 %  182,000円  293,400円  

 

１  級  

 

主事補・技師補 ３８人  6 . 6 %  146,100円  247,600円  

  （ 注）１  習志野市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。  

２  標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。  
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一 般 行 政 職 の 級 別 構 成 表  

 
 

 

 

 (2) 昇給への人事評価の活用状況（習志野市）  

平成 31 年 4 月 2 日から令和 2 年 4 月 1 日  

までにおける運用  
管理職員  一般職員  

イ．  人事評価を活用している    

 

活用している昇給区分  
昇給可能な

区分  

昇給実績が

ある区分  

昇給可能な

区分  

昇給実績が

ある区分  

上位、標準、下位の区分    
  

上位、標準の区分    
  

標準、下位の区分    
  

標準の区分のみ（一律）    
  

ロ．  人事評価を活用していない  ○  ○  

   活用予定時期  
令和２年度  

（全管理職員対象）  
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４ 職員の手当の状況  

 (1) 期末手当・勤勉手当  

  

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

習志野市  千葉県  国  

１人当たり平均支給額（ 30年度）  

         1,539千円  

１人当たり平均支給額（ 30年度）  

         1,752千円  

－  

 

（３０年度支給割合）  

 期末手当       勤勉手当  

2.6月分       1 . 8 5月分  

  (1.45)月分      (0.9)月分  

（３０年度支給割合）   

 期末手当       勤勉手当  

   2.6月分         1.85月分  

 ( 1.45)月分      (0.9)月分  

（３０年度支給割合）   

 期末手当       勤勉手当  

   2.6月分         1.85月分  

 ( 1.45)月分      (0.9)月分  

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

・ 役 職 加 算  5％ ～ 2 0％  

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

・ 役 職 加 算   5％ ～ 2 0％  

・ 管 理 職 加 算  1 5％ ・ 2 5％  

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

・ 役 職 加 算   5％ ～ 2 0％  

・ 管 理 職 加 算  1 0％ ～ 2 5％  

（注）  (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。  

 ○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）（習志野市）  

平成 31 年度中における運用  管理職員（注）  一般職員  

イ．  人事評価を活用している  ○   

 

活用している成績率  
支給可能な

成績率  

支給実績が

ある成績率  

支給可能な

成績率  

支給実績が

ある成績率  

上位、標準、下位の成績率  
    

上位、標準の成績率  ○  ○  
  

標準、下位の成績率  
    

標準の成績率のみ（一律）  
    

ロ．  人事評価を活用していない   ○  

   活用予定時期    

（ 注 ） 管 理 職 員 は 、 7 級 以 上 の 職 員 （ 令 和 ２ 年 度 か ら 全 管 理 職 員 を 対 象 に 活 用 ）  

 

 (2) 退職手当（３１年４月１日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

習志野市  国    

  

  

  

  

  

  

  

  

 

（支給率）    自己都合     応募認定・定年  

勤 続 2 0 年        19.6695月分  24.586875月分  

勤 続 2 5 年        28.0395月分   33.27075月分  

勤 続 3 5 年        39.7575月分     47.709月分  

最高限度額     47.709月分     47.709月分  

その他の加算措置  

定年前早期退職特例措置  （ 2～ 30％）  

1人当たり平均支給額（平成 30年度決算）   

自己都合    4,254千円  

勧奨      23,370千円     

定 年       2 1 , 0 3 5千円  

（支給率）    自己都合   応募認定・定年  

勤 続 2 0 年        19.6695月分  24.586875月分  

勤 続 2 5 年        28.0395月分   33.27075月分  

勤 続 3 5 年        39.7575月分     47.709月分  

最高限度額     47.709月分     47.709月分  

その他の加算措置  

定年前早期退職特例措置  （ 2～ 45％）  

                                       

   

 

 

（注）  退職手当の１人当たり平均支給額は、３０年度に退職した職員に支給された平均額である。    
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(3) 地域手当（３１年４月１日現在）  

支  給  実  績（３０年度決算）       714,218千円   

支給職員１人当たり平均支給年額（ 30年度決算）             497,712円  

支給対象地域  支給率  支給対象職員数  国の制度（支給率）  

全 域        13 ％         1,435 人            15 ％  

地域手当補正後ラスパイレス指数  

（ラスパイレス指数）  

  99.8  

（ 101.6）  

 

（注）  地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方

公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。  

（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基

づく地域手当支給率）により算出。）  

 

 

 

 (4) 特殊勤務手当（３１年４月１日現在）  

支給実績（ 30年度決算）  ２ ５ ， ３ １ ８ 千 円  

支給職員１人当たり平均支給年額（ 30年度決算）   ７ ４ ， ４ ６ ６  円  

職員全体に占める手当支給職員の割合（ 30年度）   ２ ５ ． ４ ％  

手当の種類（手当数）  １ ７    

手当の名称  主な支給対象職員  主な支給対象業務  支給実績 

(３０年度決算） 

左記職員に対する支給

単価 

災害出動手当  業務に従事した職員  災 害発 生に係 る措 置

及び復旧作業  

０  

千円  

1 日につき 1,700 円  

消防業務手当  消 防 本 部 の 職 員  救 急 業 務 及 び 火 災

現 場 に お け る 消 火

作 業 等  

６，３４１  

千円  

1回につき 200円～  

510円  

薬剤散布作業

手当  

業 務 に 従 事 し た 職

員  

薬 剤 の 散 布 作 業  ０千円  1日につき 250円  

路上作業手当  都 市 整 備 部 の 職 員

等  

道 路 の 舗 装 及 び 補

修 作 業  

３９千円  1日につき 200円  

葬祭事業手当  社 会 福 祉 課 の 職 員  葬 祭 業 務  １２６千円  1件につき 450円  

行旅死病人取

扱手当  

保 健 福 祉 部 の 職 員  行 旅 死 病 人 の 処 理

又 は 収 容 の 作 業  

０千円  1件につき 1,000円

～ 3,000円  

し尿処理作業

手当  

ク リ ー ン セ ン タ ー

及 び 津 田 沼 浄 化 セ

ン タ ー に 勤 務 す る

職 員  

し 尿 の 収 集 、 運 搬

作 業 及 び し 尿 処 理

施 設 で し 尿 の 処 理

作 業  

０千円  1日につき 500円  

ごみ処理作業

手当  

ク リ ー ン セ ン タ ー

に 勤 務 す る 職 員  

ご み の 収 集 、 運 搬 、 処 理

作 業 及 び ご み 処 理 作 業  

１，６１７  

千円  

1日につき 400円  

下水処理作業

手当  

下 水 道 課 及 び 道 路

交 通 課 に 勤 務 す る

職 員  

下 水 の 管 渠 及 び 側

溝 の 清 掃 作 業  

４２４千円  1日につき 350円～  

400円  
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手当の名称  主な支給対象職員  主な支給対象業務  支給実績 

(３０年度決算） 

左記職員に対する支給

単価 

犬、ねこ等死体

処理作業手当  

ク リ ー ン セ ン タ ー

に 勤 務 す る 職 員  

犬 、 ね こ そ の 他 動

物 の 死 体 の 処 理 作

業  

１４９千円  1回につき 200円  

ケースワーカ

ー手当  

保 健 福 祉 部 及 び こ

ど も 部 に 勤 務 す る

職 員  

ケ ー ス ワ ー カ ー と

し て の 業 務  

１，５８２  

千円  

1月につき 3,500円  

整理手当  業 務 に 従 事 し た 職

員  

市 税 及 び 税 外 収 入

の 滞 納 分 の 徴 収 又

は 滞 納 処 分  

 

９千円  1日につき 170円～  

300円  

用地交渉手当  財 産 管 理 課 、 市 街

地 整 備 課 、 下 水 道

課 に 勤 務 す る 職 員  

 

公 共 用 地 取 得 の た

め に 行 う 交 渉 及 び

補 償 交 渉  

５千円  1日につき 100円～ 1

20円  

防疫手当  業 務 に 従 事 し た 職

員  

感 染 症 の 防 疫 作 業  ０千円  1日につき 300円  

施設管理者  

手当  

法 令 又 は 条 例 、 規

則 に 定 め ら れ た 施

設 等 の 管 理 者  

法 令 又 は 条 例 、 規

則 に 定 め ら れ た 施

設 等 の 管 理 業 務  

４６６千円  1月につき 1,500円

～ 2,000円  

教員特殊業務

手当  

教 育 職 員  教 育 職 員 が 従 事 す

る 非 常 災 害 等 の 緊

急 業 務  

１４，２３３  

千円  

1日につき 1,800円

～ 8,000円  

教員業務連絡

指導手当  

教 育 職 員 の う ち 教

務 主 任 、 学 年 主 任

等  

高 等 学 校 に 勤 務 す

る 職 員 が 従 事 す る

教 務 そ の 他 の 教 育

に 関 す る 業 務 に つ

い て の 連 絡 調 整 及

び 指 導 助 言 等  

３２８千円  1日につき 200円  

  

 

 (5) 時間外勤務手当  

支給実績（ 30年度決算）  ５６７，４８０千円  

職員１人当たり平均支給年額（ 30年度決算）  ４８９千円  

支 給 実 績 （ 2 9年 度 決 算 ）  ６０１，２８３千円  

職員１人当たり平均支給年額（ 29 年度決算）  ５ ２ ２ 千円  

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（ 30 年度決算）」と同じ年

度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とは

ならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。（企業局除く）  
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(6) その他の手当（３１年４月１日現在）  

 

 

 

手  当  名  

 

内容及び支給単価  
国 の 制 度

と の 異 同  

国 の 制 度 と

異 な る 内 容  

支 給 実 績  

（ 3 0年 度 決 算 ） 

支給職員１人当たり  

平均支給年額  

（ 30年度決算）  

 扶 養 手 当      ･配 偶 者 6 , 5 0 0円  

･配 偶 者 以 外 の 扶

養 親 族 で 子 の 場 合  

1人  1 0 , 0 0 0円  

･上 記 以 外  

1人  6 , 5 0 0円  

･ 1 6歳 か ら 2 2歳 ま

で の 子 等  

 1人  5 , 0 0 0円 を

加 算  

同 じ   １２５，９３７

千円  

２４１，２５９円  

 住 居 手 当      ･借 家 の 場 合  

（ 家 賃 1 2 , 0 0 0円 を

超 え る 場 合 に 限 る

） 家 賃 の 額 に 応 じ 2

7 , 0 0 0円 を 限 度 に

支 給  

同 じ    ９０，８１２

 千円  

３１６，４１９円  

 通 勤 手 当      ･電 車 ・ バ ス を 利 用

す る 場 合 、 交 通 機

関 が 発 行 し て い る

最 も 長 い 通 用 期 間

の 定 期 代 相 当 額 を

全 額 支 給  

･乗 用 車 等 を 使 用

す る 場 合 、 使 用 距

離 に 応 じ て 2 , 0 0 0

円 ～ 3 8 , 4 0 0円  

異 な る  国 ）交 通 機 関

： 5 5 , 0 0 0 /月

が 支 給 上 限  

交 通 用 具 使

用 者 ： 使 用 距

離 に 応 じ て  

2 , 0 0 0円 ～ 3 1

, 6 0 0円  

１１９，２２８

千円  

１５４，６４１円  

単身赴任手当  ･官 署 を 異 に す る 移

動 等 に 伴 い 転 居 し 、

や む を 得 な い 事 情 に

よ り 配 偶 者 と 別 居 し

、 単 身 で 生 活 す る 事

を 常 況 と す る 職 員 等

に 支 給  

同 じ   無  無  

休日勤務手当  ･休 日 に お け る 正

規 の 勤 務 時 間 中 に

勤 務 す る 事 命 ぜ ら

れ た 職 員 に 支 給  

同 じ   ６７，２５２  

千円  

４２２，９７０円  

夜間勤務手当  ･正 規 の 勤 務 時 間

と し て 深 夜 に 勤 務

す る 職 員 に 支 給  

同 じ   １１，６３４  

千円  

７０，９３７円  

宿日直手当  ･宿 日 直 勤 務 を 命

ぜ ら れ た 職 員 が 勤

務 し た 場 合 に 支 給  

同 じ   ５６２千円  １１２，４８０円  
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手  当  名  

 

内容及び支給単価  
国 の 制 度

と の 異 同  

国 の 制 度 と

異 な る 内 容  

支 給 実 績  

（ 3 0年 度 決 算 ） 

支給職員１人当たり  

平均支給年額  

（ 30年度決算）  

 管理職手当  ･管 理 又 は 監 督 の

地 位 に あ る 職 員 の

う ち 、 官 職 応 じ て 3

7 , 0 0 0円 ～ 8 2 , 2 0 0

円 /月  

同 じ   １３３，５６８

千円  

６０４，３８１円  

管理職員特別

勤務手当  

･臨 時 又 は 緊 急 の

必 要 等 に よ り 平 日

深 夜 及 び 、 週 休 日

又 は 祝 日 法 に よ る

休 日 若 し く は 年 末

年 始 の 休 日 等 に 勤

務 し た 場 合 に 支 給

。 官 職 に 応 じ て  

4 , 0 0 0円 ～ 1 2 , 0 0 0

円 /回  

異 な る  官 職 に 応 じ

て 6 , 0 0 0円

～ 1 2 , 0 0 0円

/回  

１，４６２千円  １８２，７５０円  

義務教育等教

員特別手当  

･教 育 職 員 に つ い

て 職 務 の 級 及 び 号

給 に 応 じ て 支 給  

  ４，１７５千円  ６４，２３４円  

災 害 派 遣 手 当  ･災 害 応 急 対 策 又

は 災 害 普 及 の た め

に 派 遣 さ れ た 職 員

が 住 所 又 は 居 所 を

離 れ て 本 市 の 区 域

内 に 滞 在 す る こ と

を 要 す る 場 合 に 支

給  

      無        無  

武 力 攻 撃 災 害

等 派 遣 手 当  

･国 民 の 保 護 の た

め の 措 置 の 実 施 の

た め 派 遣 さ れ た 職

員 が 住 所 又 は 居 所

を 離 れ て 本 市 の 区

域 内 に 滞 在 す る こ

と を 要 す る 場 合 に

支 給  

      無        無  

新 型 ｲﾝ ﾌ ﾙ ｴ ﾝ ｻ ﾞ

等 緊 急 事 態 派

遣 手 当  

･新 型 ｲ ﾝ ﾌ ﾙ ｴ ﾝ ｻ ﾞ等

緊 急 事 態 措 置 の た

め に 派 遣 さ れ た 職

員 が 住 所 又 は 居 所

を 離 れ 本 市 区 域 内

に 対 す る 事 を 要 す

る 場 合 に 支 給  

      無        無  
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５  特別職の報酬等の状況（３１年４月１日現在）  

 
区      分  給 料 月 額 等                     

給 

料 

市  区  町  村  長  

 

副  市  町  村  長  

 

       ９５０，０００   円  

 

       ８１０，０００   円  

     

（参考）類似団体における最高／最低額  

   1,130,000円／ 792,000円  

 

         930,000円／ 675,800円  

 

報 

酬 

議      長  

 

副   議   長  

 

議      員  

       ５４０，０００   円  

 

       ５００，０００   円  

 

       ４８０，０００   円  

 

         724,000円／ 463,000円  

 

         660,000円／ 420,000円  

 

         606,000円／ 400,000円  

 

期
末
手
当 

市  区  町  村  長  

副  市  町  村  長  

       （３１年度支給割合）  

                ４．４５月分  

議      長  

副   議   長  

議      員  

       （３１年度支給割合）  

                ４．４５月分  

         

退
職
手
当 

市  区  町  村  長  

副  市  町  村  長  

 （算定方式）             （１期の手当額）       （支給時期）  

 95万円×在職月数×45/100       ２，０５２万円      任期毎 

81万円×在職月数×25/100        ９７２万円      任期毎  

             

備    考   

（注）１  給料及び報酬の（  ）内は、減額措置を行う前の金額である。  

２  退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期    

（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。  
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６  職員数の状況  

 

(1)  部門別職員数の状況と主な増減理由（各年 4 月 1 日現在）  

合　　　計 <参考> 人口１万人当たり職員数　82.8人　　

小　　計 167 169 △ 2

1,437 1,435 2

欠員補充

その他 110 114 △ 4 欠員不補充

公

営

企

業

等

会

計

部

門

水道 30 30 0

下水道 27 25 2

1,266 4

区分変更（民生より）、業務増対応

消防部門 206 206 0

340

1 欠員補充

0

28

区分変更（商工へ）△ 1

機構改革に伴う課の統廃合

△ 24

対前年

増減数

158 0

平成31年 平成30年

10 010

部門

54

158

96衛生

区分 職員数

民生 302

普
通
会
計
部
門

税務

小　　計

農林水産 4

商工

小　　計

277

土木

1,270

教育部門 312

748

5

724

114 112

一
般
行
政
部
門

議会

労働 0

11 10 1 区分変更（農林水産より）

2

0

△ 25 区分変更（教育へ）

総務企画

95

主な増減要因

56 △ 2 欠員不補充

【1,837】 【1,837】 【0】
 

（注） ・

・

・ 平成31年3月31日時点住民基本台帳人口173,362人

職員数は、教育長を除く一般職に属する職員数

【　　　】内は、条例定数の合計

 

 

 

 ( 2 )  年齢別職員構成の状況（３１年４月１日現在）  
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14 1,437181 157 132 126168 172 163 120職員数 9 69 126

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳

計～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～区分

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 60歳

～

44歳

55歳 59歳 以上47歳

48歳 52歳 56歳

51歳

～

 

 

 (3) 職員数の推移  

 

792 806 809 744 748 724 △ 68 （△0.9%）
273 253 248 315 312 340 67 （24.5%）
206 205 205 202 206 206 0 （1.0%）

1,271 1,264 1,262 1,261 1,266 1,270 △ 1 （△0.1%)
161 161 163 162 169 167 6 （0.4%）

1,432 1,425 1,425 1,423 1,435 1,437 5 （0.3%）

平成31年
過去5年間

の増減率（率）

総合計

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年部門別　　　　　　年度

一般行政
教育
消防

普通会計計

公営企業等会計計

 
 

（注）１  各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。  
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７  公営企業職員の状況  

 

 (1) ガス事業  

①  職員給与費の状況  

ア  決算  

区  分  

 

 

総費用  

 

      Ａ  

純損益又は  

実質収支  

 

職員給与費  

  

     Ｂ  

総費用に占める  

職員給与費比率  

     Ｂ／Ａ  

 (参考 ) 

29年度の総費用に占

める職員給与費比率  

30年度  

 

6,122,238千円  

 

255,466千円  

 

 579,050千円  

 

       9.5％  

 

        9.8％  

 

（ 注 ） 資 本 勘 定 支 弁 職 員 に 係 る 職 員 給 与 費 3 0 , 9 0 6 千 円 を 含 ま な い 。  

 

区  分  

 

職員数  

    Ａ  

給      与      費  一人当たり  

給与費  B / A  

 

 

 

 

（参考）市町村平均 

一 人 当 た り 給 与 費      給   料  職員手当    期 末 ･ 勤 勉 手 当  計  Ｂ  

30年度  

 

  6 4人  

 

    千円  

2 5 8 , 2 4 7  

    千円  

9 3 , 9 5 7  

    千円  

7 8 , 2 1 8  

    千円  

4 3 0 , 4 2 2  

       千円  

6 , 7 2 5  

       千円  

6 , 2 7 7  

（注）１  職員手当には退職給与金を含まない。  

２  職員数は、３１年３月３１日現在の人数である。  

 

イ   特記事項  

 

    ②  職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（３１年４月１日現在）  

区  分  平均年齢  基本給  平均月収額   

企業局      44.9歳  381,699円  545,702円  

団  体  平  均      44.3歳  349,535円  523,659円  

 

 

    ③  職員の手当の状況  

ア  期末手当・勤勉手当  

企業局  

１人当たり平均支給額（ 30年度）     

           1,693千円  

（ 30年度支給割合）  

        期末手当       勤勉手当  

          2 . 6月分       1 . 8 5月分  

       (   1 . 4 5 )月分   (    0 . 9 )月分  

 

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置  

役職加算  5～ 20％  

 

（注）  (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。  
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イ  退職手当（３１年４月１日現在）  

企業局  

 （支給率）     自己都合   応募認定・定年  

 勤 続 2 0 年        19.6695月分  24.586875月分  

 勤 続 2 5 年        28.0395月分  33.27075 月分  

 勤 続 3 5 年        39.7575月分  47.709   月分  

 最高限度額    47.709 月分  47.709   月分  

 その他の加算措置  

 (退職時特別昇給  2～ 30％ ) 

 1人当たり平均支給額 21,297千円  42,594千円  

       （注）退職手当の１人当たり平均支給額は、３０年度に退職した職員に支給された平均額                 

である。  

 

ウ  地域手当（３１年４月１日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

支  給  実  績（ 30年度決算）          34,650千円   

 

               

   

               

   

 

 

支給職員１人当たり平均支給年額（ 30年度決算）                  541,414円  

支給対象地域  支給率  支給対象職員数  一般行政職の制度（支給率） 

全 域          13％            64人                  13％  

           ％              人                    ％  

           ％              人                    ％  

           ％              人                    ％  

           ％              人                    ％  

 

エ  特殊勤務手当（３１年４月１日現在）  

支給実績（ 30年度決算）  2 , 3 9 4千 円  

支給職員１人当たり平均支給年額（ 30年度決算）  3 7 , 4 0 8円  

職員全体に占める手当支給職員の割合（ 30年度）  7 0 . 3％  

手当の種類（手当数）  ６  

手当の名称  主な支給対象職員  主な支給対象業務  支給実績 

(30年度決算） 

左記職員に対する支給

単価 

災害出動手当  業 務 に 従 事 し た 局

員  

災 害 発 生 に 係 る

措 置 及 び 復 旧 作

業  

83千円  

 

1回につき 1,700円  

または 1,000円  

特殊作業手当  業 務 に 従 事 し た 職

員  

特 殊 作 業 機 器 の

運 転 、操 作 及 び 採

掘 作 業  

0千円  1日につき 400円  

未納整理手当  業 務 に 従 事 し た 職

員  

未 納 料 金 等 の 徴

収 業 務  

0千円  1日につき 300円  

供給停止手当  業 務 に 従 事 し た 職

員  

ガ ス の 供 給 停 止

業 務  

0千円  1日につき 300円  

交替勤務手当  交 替 勤 務 職 員  第 2直 勤 務  1,579千円  勤務 1回につき 4,20

0円  

施設管理者等

手当  

法 令 又 は 条 例 、 規

則 に 定 め ら れ た 施

設 等 の 管 理 者  

法 令 又 は 条 例 、規

則 に 定 め ら れ た

施 設 等 の 管 理 業

務  

732千円  1月 に つ き 1 , 5 0 0

円 ～ 1 0 , 0 0 0円  
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オ  時間外勤務手当  

支給実績（ 30年度決算）                         26,438千円  

職員 1人当たり平均支給年額（ 30年

度決算）  

                          508千円  

支 給 実 績 （ 2 9年 度 決 算 ）                         25,968千円  

職員 1人当たり平均支給年額（ 29年

度決算）  

                          530千円  

（注）１  時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。  

２  職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（ 30年度決算）」と同じ

年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象

とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。  

 

カ  その他の手当（３１年４月１日現在）  

      

      

      

      

  

 

 

 

 

 

 

手当名  

 

 

内容及び支給単価  

 

一 般 行 政

職 の 制 度

との異動 

一般行政職の  

制度と異なる  

内容 

支給実績
 

（ 30年度決算）
 

支給職員 1人当た  

り平均支給年額 

（ 30年度決算） 

 扶 養 手 当      ・ 6 , 5 0 0円  

・扶 養 親 族 た る 子 1

0 , 0 0 0円  

・ 1 6歳 か ら 2 2歳 ま

で の 子 等  1人 5 , 0

0 0円 を 加 算  

同 じ       8,887千円  

 

   253,900円  

 住 居 手 当      ・ 借 家 の 場 合  

（ 家 賃 1 2 , 0 0 0円 を

超 え る 場 合 に 限 る

）家 賃 の 額 に 応 じ 2

7 , 0 0 0円 を 限 度 に

支 給  

同 じ      4,348千円  

 

   310,564円  

 通 勤 手 当      ・ 電 車 ・ バ ス を 利

用 す る 場 合 、 交 通

機 関 が 発 行 し て い

る 最 も 長 い 通 用 期

間 の 定 期 代 相 当 額

を 全 額 支 給  

・ 乗 用 車 等 を 使 用

す る 場 合 、 使 用 距

離 に 応 じ て 2 , 0 0 0

円 ～ 3 8 , 4 0 0円  

同 じ      5,405千円  

 

   100,085円  

単身赴任手当  ・ 官 署 を 異 に す る

移 動 等 に 伴 い 転 居

し 、 や む を 得 な い

事 情 に よ り 配 偶 者

と 別 居 し 、 単 身 で

生 活 す る こ と を 常

況 と す る 職 員 等 に

支 給  

同 じ       無       無  
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休日勤務手当  休 日 に お け る 正 規

の 勤 務 時 間 中 に 勤

務 す る こ と を 命 ぜ

ら れ た 職 員 に 支 給  

同 じ       1,549千円  

 

  129,077円  

夜 間 勤 務 手

当  

・ 正 規 の 勤 務 時 間

と し て 深 夜 に 勤 務

す る 職 員 に 支 給  

同 じ       1,201千円  

 

1 7 1 , 6 1 7円  

宿 日 直 手 当  ・ 宿 日 直 勤 務 を 命

ぜ ら れ た 職 員 が 勤

務 し た 場 合 に 支 給  

同 じ   2 , 5 2 3千 円  

 

4 7 , 6 1 1円  

 管 理 職 手 当  ・ 管 理 又 は 監 督 の

地 位 に あ る 職 員 の

う ち 、 官 職 に 応 じ

て 3 3 , 7 0 0円 ～ 8 2 , 2

0 0円  

同 じ   8 , 0 4 8千 円  

 

6 7 0 , 7 0 0円  

 管 理 職 員 特

別 勤 務 手 当  

・ 臨 時 又 は 緊 急 の

必 要 等 に よ り 週 休

日 又 は 祝 日 法 に よ

る 休 日 若 し く は 年

末 年 始 の 休 日 等 に

勤 務 し た 場 合 に 支

給 。官 職 に 応 じ て 4

, 0 0 0円 ～ 1 2 , 0 0 0円

／ 回  

同 じ   千 円  

 

円  

0  

 

 (1) 水道事業  

①  職員給与費の状況  

ア  決算  

区  分  

 

 

総費用  

 

      Ａ  

純損益又は  

実質収支  

 

職員給与費  

  

     Ｂ  

総費用に占める  

職員給与費比率  

     Ｂ／Ａ  

 (参考 ) 

29年度の総費用に占

める職員給与費比率  

30年度  

 

1,814,096千円  

 

367,812千円  

 

252,124千円  

 

        13.9％  

 

        13.5％  

 

（ 注 ） 資 本 勘 定 支 弁 職 員 に 係 る 職 員 給 与 費 2 0 , 4 5 6 千 円 を 含 ま な い 。  

 

区  分  

 

職員数  

    Ａ  

給      与      費  一人当たり  

給与費  B / A  

 

 

 

 

（参考）市町村平均 

一 人 当 た り 給 与 費      給   料  職員手当    期 末 ･ 勤 勉 手 当  計  Ｂ  

30年度  

 

  3 0人  

 

    千円  

1 1 5 , 5 0 1  

    千円  

4 8 , 1 6 1  

    千円  

3 4 , 7 3 2  

    千円  

1 9 8 , 3 9 4  

       千円  

6 , 6 1 3  

       千円  

6 , 1 8 1  

（注）１  職員手当には退職給与金を含まない。  

２  職員数は、３１年３月３１日現在の人数である。  

 

イ   特記事項  

 

 

 



- 19 - 

 

    ②  職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（３１年４月１日現在）  

区  分  平均年齢  基本給  平均月収額   

企業局      42.8歳  372,821円  551,096円  

団  体  平  均      44.3歳  340,929円  514,169円  

 

 

    ③  職員の手当の状況  

ア  期末手当・勤勉手当  

企業局  

１人当たり平均支給額（ 30年度）     

           1,695千円  

（ 30年度支給割合）  

        期末手当       勤勉手当  

          2 . 6月分       1 . 8 5月分  

       (   1 . 4 5 )月分   (    0 . 9 )月分  

 

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置  

役職加算  5～ 20％  

 

（注）  (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。  

 

イ  退職手当（３１年４月１日現在）  

企業局  

 （支給率）     自己都合   応募認定・定年  

 勤 続 2 0 年        19.6695月分  24.586875月分  

 勤 続 2 5 年        28.0395月分  33.27075 月分  

 勤 続 3 5 年        39.7575月分  47.709   月分  

 最高限度額    47.709 月分  47.709   月分  

 その他の加算措置  

 (退職時特別昇給  2～ 30％ ) 

 1人当たり平均支給額  0千円    0千円  

       （注）退職手当の１人当たり平均支給額は、３０年度に退職した職員に支給された平均額                 

である。  

 

ウ  地域手当（３１年４月１日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

支  給  実  績（ 30年度決算）          15,921千円   

 

               

   

               

   

 

 

支給職員１人当たり平均支給年額（ 30年度決算）                  530,699円  

支給対象地域  支給率  支給対象職員数  一般行政職の制度（支給率） 

全 域          13％            30人                  13％  

           ％              人                    ％  

           ％              人                    ％  

           ％              人                    ％  

           ％              人                    ％  
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エ  特殊勤務手当（３１年４月１日現在）  

支給実績（ 30年度決算）  2 3 6千 円  

支給職員１人当たり平均支給年額（ 30年度決算）  7 , 8 7 7円  

職員全体に占める手当支給職員の割合（ 30年度）  3 6 . 6％  

手当の種類（手当数）  ６  

手当の名称  主な支給対象職員  主な支給対象業務  支給実績 

(30年度決算） 

左記職員に対する支給

単価 

災害出動手当  業 務 に 従 事 し た 局

員  

災 害 発 生 に 係 る

措 置 及 び 復 旧 作

業  

56千円  

 

1回につき 1,700円  

または 1,000円  

特殊作業手当  業 務 に 従 事 し た 職

員  

特 殊 作 業 機 器 の

運 転 、操 作 及 び 採

掘 作 業  

千円  1日につき 400円  

未納整理手当  業 務 に 従 事 し た 職

員  

未 納 料 金 等 の 徴

収 業 務  

千円  1日につき 300円  

供給停止手当  業 務 に 従 事 し た 職

員  

ガ ス の 供 給 停 止

業 務  

千円  1日につき 300円  

交替勤務手当  交 替 勤 務 職 員  第 2直 勤 務  千円  勤務 1回につき 4,20

0円  

施設管理者等

手当  

法 令 又 は 条 例 、 規

則 に 定 め ら れ た 施

設 等 の 管 理 者  

法 令 又 は 条 例 、規

則 に 定 め ら れ た

施 設 等 の 管 理 業

務  

180千円  1月 に つ き 1 , 5 0 0

円 ～ 1 0 , 0 0 0円  

 

オ  時間外勤務手当  

支給実績（ 30年度決算）                         19,360千円  

職員 1人当たり平均支給年額（ 30年

度決算）  

                          807千円  

支 給 実 績 （ 2 9年 度 決 算 ）                         18,854千円  

職員 1人当たり平均支給年額（ 29年

度決算）  

                          786千円  

（注）１  時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。  

２  職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（ 30年度決算）」と同じ

年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象

とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。  

 

カ  その他の手当（３１年４月１日現在）  

      

      

      

      

  

 

 

 

 

 

手当名  

 

 

内容及び支給単価  

 

一 般 行 政

職 の 制 度

との異動 

一般行政職の  

制度と異なる  

内容 

支給実績
 

（ 30年度決算）
 

支給職員 1人当た  

り平均支給年額 

（ 30年度決算） 

 扶 養 手 当      ・ 6 , 5 0 0円  

・扶 養 親 族 た る 子 1

0 , 0 0 0円  

・ 1 6歳 か ら 2 2歳 ま

で の 子 等  1人 5 , 0

0 0円 を 加 算  

同 じ       2,793千円  

 

   214,846円  
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  住 居 手 当      ・ 借 家 の 場 合  

（ 家 賃 1 2 , 0 0 0円 を

超 え る 場 合 に 限 る

）家 賃 の 額 に 応 じ 2

7 , 0 0 0円 を 限 度 に

支 給  

同 じ      3,396千円  

 

   308,764円  

 通 勤 手 当      ・ 電 車 ・ バ ス を 利

用 す る 場 合 、 交 通

機 関 が 発 行 し て い

る 最 も 長 い 通 用 期

間 の 定 期 代 相 当 額

を 全 額 支 給  

・ 乗 用 車 等 を 使 用

す る 場 合 、 使 用 距

離 に 応 じ て 2 , 0 0 0

円 ～ 3 8 , 4 0 0円  

同 じ      2,111千円      81,202円  

単身赴任手当  ・ 官 署 を 異 に す る

移 動 等 に 伴 い 転 居

し 、 や む を 得 な い

事 情 に よ り 配 偶 者

と 別 居 し 、 単 身 で

生 活 す る こ と を 常

況 と す る 職 員 等 に

支 給  

同 じ       無       無  

休日勤務手当  休 日 に お け る 正 規

の 勤 務 時 間 中 に 勤

務 す る こ と を 命 ぜ

ら れ た 職 員 に 支 給  

同 じ         60千円  

 

  15,026円  

宿 日 直 手 当  ・ 宿 日 直 勤 務 を 命

ぜ ら れ た 職 員 が 勤

務 し た 場 合 に 支 給  

同 じ   0千 円  

 

0円  

 管 理 職 手 当  ・ 管 理 又 は 監 督 の

地 位 に あ る 職 員 の

う ち 、 官 職 に 応 じ

て 3 3 , 7 0 0円 ～ 8 2 , 2

0 0円  

同 じ   4 , 1 7 5千 円  

 

6 9 5 , 8 0 0円  

 管 理 職 員 特

別 勤 務 手 当  

・ 臨 時 又 は 緊 急 の

必 要 等 に よ り 週 休

日 又 は 祝 日 法 に よ

る 休 日 若 し く は 年

末 年 始 の 休 日 等 に

勤 務 し た 場 合 に 支

給 。官 職 に 応 じ て 4

, 0 0 0円 ～ 1 2 , 0 0 0円

／ 回  

同 じ   0千 円  

 

0円  

 

 


